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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　検査対象（１２）の曲面状表面に貼り付け可能な柔軟性を備えた薄板状であり、前記検
査対象（１２）に超音波を照射するとともに前記検査対象（１２）によって反射された超
音波を検出する超音波プローブ（２）と、
　前記超音波プローブ（２）に配置され、電気信号と超音波信号とを相互に変換する超音
波振動子（２２）と、
　前記超音波プローブ（２）を駆動して超音波を放射させる超音波駆動部（３）と、
　前記超音波プローブ（２）によって検出された反射超音波の信号を増幅して出力する受
信部（３）とを有し、
　前記超音波振動子（２２）は、周波数が１ＭＨｚ～２０ＭＨｚの診断用超音波と周波数
が１００ｋＨｚ～９００ｋＨｚの治療用超音波の両者を放射可能なものであり、
　前記超音波駆動部（３）は、前記診断用超音波を放射する期間と前記治療用超音波を放
射する期間が時間的に互いに分離されるように前記超音波プローブ（２）を駆動するもの
である超音波診断治療装置。
【請求項２】
　検査対象（１２）の曲面状表面に貼り付け可能な柔軟性を備えた薄板状であり、前記検
査対象（１２）に超音波を照射するとともに前記検査対象（１２）によって反射された超
音波を検出する超音波プローブ（２）と、
　前記超音波プローブ（２）に配置され、電気信号と超音波信号とを相互に変換する超音
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波振動子（２２）と、
　前記超音波プローブ（２）を駆動して超音波を放射させる超音波駆動部（３）と、
　前記超音波プローブ（２）によって検出された反射超音波の信号を増幅して出力する受
信部（３）とを有し、
　前記超音波振動子（２２）は、周波数が１ＭＨｚ～２０ＭＨｚの診断用超音波と周波数
が１００ｋＨｚ～９００ｋＨｚの治療用超音波の両者を放射可能なものであり、
　前記超音波駆動部（３）は、前記診断用超音波を放射する期間と前記治療用超音波を放
射する期間が時間的な共通部分を持つように前記超音波プローブ（２）を駆動するもので
ある超音波診断治療装置。
【請求項３】
　請求項１，２のいずれか１項に記載した超音波診断治療装置であって、
　前記超音波振動子（２２）は、等間隔に配列した複数の圧電部材（２２１）を含むもの
である超音波診断治療装置。
【請求項４】
　請求項３に記載した超音波診断治療装置であって、
　前記超音波振動子（２２）は、複数の圧電部材（２２１）がチタン酸ジルコン酸鉛から
なるものである超音波診断治療装置。
【請求項５】
　請求項１，２のいずれか１項に記載した超音波診断治療装置であって、
　前記超音波振動子（２２）は、圧電材料としてポリフッ化ビニリデンを使用したもので
ある超音波診断治療装置。
【請求項６】
　請求項１～５のいずれか１項に記載した超音波診断治療装置であって、
　前記超音波プローブ（２）は、冷却手段（２３）を備えたものである超音波診断治療装
置。
【請求項７】
　請求項１～６のいずれか１項に記載した超音波診断治療装置であって、
　前記超音波プローブ（２）は、超音波放射面が１５ｍｍ×２５ｍｍ以上の広範囲に配置
されたものである超音波診断治療装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、生体に対して超音波を照射して、血管中の血流の監視や血液とともに流れ
る微小栓子の検出などを行う超音波診断装置に関するものであり、また、生体に対して超
音波を照射して血管内に発生している血栓を溶解させるなどの治療動作を診断動作ととも
に行う超音波診断治療装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　生体に対して超音波を照射して、血管中の血流の監視を行ったり、血管内に発生した血
栓や血管外の血腫の溶解を促進させる装置は、本発明の発明者らによって既に提案されて
いる。このような装置としては、例えば、下記の特許文献１，２に記載されたような装置
がある。特許文献１には、頭部の外側から超音波を照射して血管中の血流の監視を行うと
ともに、脳動脈の血栓溶解を促進する治療用の超音波を照射することのできる超音波装置
が記載されている。
【０００３】
　特許文献１の超音波装置は、治療用の超音波として、血流監視用の超音波と同じ周波数
帯域の超音波を使用するものである。この超音波装置は、骨の厚みを計測したり、骨に対
する超音波の透過率を測定して、骨に対する透過率が極大値となるような最適な超音波周
波数を決定し、その周波数の超音波を照射するものである。
【０００４】
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　また、特許文献２にも、頭部の外側から血流の監視用の超音波と治療用の超音波を照射
することのできる超音波装置が記載されている。特許文献２の超音波装置は、治療用の超
音波と血流監視用の超音波としてそれぞれ異なる周波数帯域の超音波を使用するものであ
る。治療用の超音波照射には同じ強度でも発熱の低い低周波数で共振しＱ値の高い振動子
を使用し、また診断用の超音波照射には分解能の優れる高周波数で共振する広帯域の振動
子を使用する。これら２種類の超音波振動子を積層配置して用い、音響窓の限定される頭
蓋の同一開口を介して２種類の超音波を照射するものである。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２００４－１５４２０５号公報
【特許文献２】特開２００５－１０３１９３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　特許文献１の超音波装置は、血流監視用および治療用の超音波として、同じ周波数帯域
の超音波を使用するものである。これらの超音波の周波数は骨に対する透過率が極大値と
なるような周波数が選択される。しかしながら、血流監視用の超音波と治療用の超音波は
、必ずしも同じ周波数が好ましいわけではない。むしろ、血流監視用の超音波と治療用の
超音波では、異なる周波数帯域を使用した方が治療効果と血流監視性能の向上を図ること
ができる。
【０００７】
　治療用超音波としては、血栓溶解促進を行う場合、血栓溶解効率の大きな１００ｋＨｚ
～９００ｋＨｚの超音波を使用することにより治療効果が向上する。また、血流監視用な
どの診断用超音波としては、治療用超音波よりも波長の短い１ＭＨｚ～２０ＭＨｚの超音
波を使用することにより、反射波による画像解像度の向上や、血流中の微小栓子の検出率
の向上が計れる。
【０００８】
　従来の医療用に使用されていた超音波プローブでは、その内部に設けられた超音波振動
子は硬質の圧電材料からなるものであった。また、一般的に超音波振動子は、特定の周波
数において効率よく超音波を照射できるように、損失が小さくＱ値の大きなものが使用さ
れていた。このため、このような従来の医療用の超音波プローブでは、前述のような治療
用超音波（１００ｋＨｚ～９００ｋＨｚ）と診断用超音波（１ＭＨｚ～２０ＭＨｚ）の両
方の周波数領域の超音波を単一の超音波振動子から効率的かつ実用的に照射することは難
しかった。
【０００９】
　また、特許文献２の超音波装置のように、２種類の超音波振動子を積層配置して用いる
ことで、治療用超音波と診断用超音波を同一位置から照射することができる。しかし、こ
のような構成の超音波振動子は厚くて硬質のものとなり、超音波振動子に柔軟性を持たせ
ることが困難である。
【００１０】
　さらに、従来の医療用に使用されていた超音波プローブは、それ自身硬質の機材であり
、その超音波プローブを手持ちにより生体の適宜位置に押し当てたり、専用の固定具によ
り生体の所定位置に固定して使用していた。このため、従来の硬質の超音波プローブを使
用した検査や監視を行うことは、熟練技術や特殊な固定具を必要とする困難な作業となっ
ていた。また、検査を受ける患者にとっても、自由に身動きができなかったり、長時間の
固定した姿勢を強いられたりと負担が大きくなっていた。
【００１１】
　そこで、本発明は、柔軟性を備えた薄板状の超音波プローブにより、検査や監視のため
のコストを低減することができ、患者に対する負担も低減することができる超音波診断装
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置を提供することを目的とする。さらに、本発明は、超音波プローブ内の共通の超音波振
動子から周波数帯の異なる診断用超音波と治療用超音波を照射するようにして、超音波照
射による診断と治療の両方が可能な超音波診断治療装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１５】
　上記目的を達成するために、本発明の超音波診断治療装置は、検査対象の曲面状表面に
貼り付け可能な柔軟性を備えた薄板状であり、前記検査対象に超音波を照射するとともに
前記検査対象によって反射された超音波を検出する超音波プローブと、前記超音波プロー
ブに配置され、電気信号と超音波信号とを相互に変換する超音波振動子と、前記超音波プ
ローブを駆動して超音波を放射させる超音波駆動部と、前記超音波プローブによって検出
された反射超音波の信号を増幅して出力する受信部とを有し、前記超音波振動子は、周波
数が１ＭＨｚ～２０ＭＨｚの診断用超音波と周波数が１００ｋＨｚ～９００ｋＨｚの治療
用超音波の両者を放射可能なものであり、前記超音波駆動部は、前記診断用超音波を放射
する期間と前記治療用超音波を放射する期間が時間的に互いに分離されるように前記超音
波プローブを駆動するものである。
【００１６】
　また、本発明の超音波診断治療装置は、検査対象の曲面状表面に貼り付け可能な柔軟性
を備えた薄板状であり、前記検査対象に超音波を照射するとともに前記検査対象によって
反射された超音波を検出する超音波プローブと、前記超音波プローブに配置され、電気信
号と超音波信号とを相互に変換する超音波振動子と、前記超音波プローブを駆動して超音
波を放射させる超音波駆動部と、前記超音波プローブによって検出された反射超音波の信
号を増幅して出力する受信部とを有し、前記超音波振動子は、周波数が１ＭＨｚ～２０Ｍ
Ｈｚの診断用超音波と周波数が１００ｋＨｚ～９００ｋＨｚの治療用超音波の両者を放射
可能なものであり、前記超音波駆動部は、前記診断用超音波を放射する期間と前記治療用
超音波を放射する期間が時間的な共通部分を持つように前記超音波プローブを駆動するも
のである。
【００１７】
　また、上記の超音波診断治療装置において、前記超音波振動子は、等間隔に配列した複
数の圧電部材を含むものとすることができる。
【００１８】
　また、上記の超音波診断治療装置において、前記超音波振動子は、複数の圧電部材がチ
タン酸ジルコン酸鉛からなるものであることが好ましい。
【００１９】
　また、上記の超音波診断治療装置において、前記超音波振動子は、圧電材料としてポリ
フッ化ビニリデンを使用したものとすることができる。
【００２０】
　また、上記の超音波診断治療装置において、前記超音波プローブは、冷却手段を備えた
ものであることが好ましい。
【００２１】
　また、上記の超音波診断治療装置において、前記超音波プローブは、超音波放射面が１
５ｍｍ×２５ｍｍ以上の広範囲に配置されたものであることが好ましい。
【発明の効果】
【００２２】
　本発明は、以上のように構成されているので、以下のような効果を奏する。
【００２３】
　本発明の超音波診断装置および超音波診断治療装置においては、柔軟な平板状の超音波
プローブを検査対象に貼り付けるだけで、超音波プローブを容易に所定位置に固定するこ
とができ、超音波プローブの固定作業が大幅に簡素化される。また、検査や監視のための
コストを大幅に低減させることができ、超音波照射による微小栓子の有無などの検査を広
く普及させることが可能となる。
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【００２４】
　超音波プローブは、その柔軟性により生体等の不規則な曲面に対しても密着して貼り付
けることができる。また、超音波プローブは軽量でもあり、超音波プローブを検査対象に
固定することに対する患者の負担が大幅に軽減される。
【００２５】
　超音波診断治療装置では、診断用の超音波と治療用の超音波の両方を単独の超音波振動
子によって照射することができ、超音波診断治療装置のコストを低減できる。さらに、超
音波プローブの小型化および軽量化により患者の負担も軽減される。
【図面の簡単な説明】
【００２６】
【図１】図１は、本発明の超音波診断装置１の全体構成を示すブロック図である。
【図２】図２は、超音波診断装置１の使用状態を示す図である。
【図３】図３は、超音波プローブ２を検査対象に貼り付けた状態を示す断面図である。
【図４】図４は、チタン酸ジルコン酸鉛の複合圧電材料を使用した超音波振動子２２の構
造を示す断面図である。
【図５】図５は、図４におけるＡ－Ａ矢視断面図である。
【図６】図６は、本発明の超音波診断治療装置１００の全体構成を示すブロック図である
。
【図７】図７は、超音波診断治療装置１００の使用状態を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００２７】
　本発明の実施の形態について図面を参照して説明する。図１は、本発明の超音波診断装
置１の全体構成を示すブロック図である。また、図２は、超音波診断装置１の使用状態を
示す図である。ここでは検査対象１２は患者の頸部であるとする。超音波プローブ２は、
検査対象１２の内部に向けて超音波を照射し、そして、検査対象１２の内部構造や血流に
よって反射された超音波を検出する。これにより、検査対象１２の検査や監視を行うもの
である。
【００２８】
　ここでは、超音波診断装置１の例として、血流中の微小栓子（塞栓症を引き起こす血栓
と組成が同様の微小粒子）の存在を検出するための装置を説明する。超音波プローブ２は
、全体が柔軟な薄い平板状であり、図２に示すように、検査対象１２の表面に貼り付けら
れて使用される。超音波プローブ２は、その柔軟性により生体等の不規則な曲面に対して
も密着して貼り付けることができる。超音波プローブ２の詳しい構造については後に説明
する。
【００２９】
　超音波プローブ２は、超音波診断装置１の本体にケーブルを介して接続される。そして
、超音波プローブ２は、検査対象１２の表面に接着剤や粘着剤により貼り付けられて使用
される。送信信号作成部９は、超音波プローブ２から照射する超音波に相当する電気的な
送信信号を作成して送受信回路３に出力する。
【００３０】
　送信信号の周波数は１ＭＨｚ～２０ＭＨｚの領域内であることが好ましく、例えば、２
ＭＨｚ程度とすることができる。送信信号は連続波でもよいし、不連続波（バースト波）
としてもよい。送受信回路３は、送信信号作成部９からの送信信号により超音波プローブ
２内の超音波振動子２２（図４参照）を駆動して、超音波を検査対象１２に照射する。し
たがって、超音波プローブ２から照射される超音波も、送信信号の形態に応じて連続波ま
たは不連続波となる。
【００３１】
　また、超音波振動子２２は圧電素子を使用するものであり、圧電センサーとしても使用
することができる。したがって、検査対象１２の内部構造や血流によって反射された超音
波を超音波振動子２２によって検出することができる。超音波振動子２２は超音波と電圧
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の変換効率の高い周波数領域（高感度領域）を使用することが好ましい。すなわち、照射
する超音波の周波数がこの高感度領域に含まれていることが望ましい。
【００３２】
　送受信回路３は、超音波振動子２２によって検出した超音波の反射波信号を増幅してド
ップラ信号処理部４に出力する。すなわち、送受信回路３は超音波駆動部としても、また
、反射超音波の信号を受信して増幅する受信部としても動作する。
【００３３】
　なお、送受信回路３による超音波振動子２２の駆動は、前述のように、連続的な超音波
としてもよいし、不連続な超音波（バースト波）としてもよい。照射する超音波がバース
ト波の場合は、送信信号の休止時間中に反射波を受信することができ、送信信号と受信信
号の分離を効率的に行うことができる。この場合、送受信回路３の送信動作と受信動作の
切り換え等は装置制御部５からの制御信号によって行われる。
【００３４】
　ドップラ信号処理部４は、送受信回路３からの反射波信号から反射波の周波数偏移と強
度を求め、これらの情報をドップラ信号として装置制御部５に出力する。装置制御部５は
超音波診断装置１の全体の制御を行っている。まず、装置制御部５は、送信信号作成部９
や送受信回路３に制御信号を送り、超音波の送信周波数、送信出力、送信波形、送信タイ
ミング、受信タイミング等を制御している。
【００３５】
　また、装置制御部５は、ドップラ信号処理部４からのドップラ信号を記録部６に送出す
る。記録部６ではこのドップラ信号を固定ディスク装置等に時系列的に記録する。装置制
御部５はドップラ信号を出力制御部８にも送出している。出力制御部８は、このドップラ
信号を周波数領域での強度分布や時間軸上の強度変化として表示部１０に表示することが
できる。また、出力制御部８は、ドップラ信号を可聴域の音声信号に変換し、音声出力部
１１から音声信号として出力することができる。
【００３６】
　出力制御部８は、現在受信中のドップラ信号を表示部１０および音声出力部１１に出力
することができる。また、出力制御部８は、記録部６に記録された過去のドップラ信号を
表示部１０および音声出力部１１に出力することもできる。出力対象とするドップラ信号
およびその出力形態は超音波診断装置１の操作者が適宜選択することができる。
【００３７】
　さらに、装置制御部５はドップラ信号を栓子判別部７にも送出している。栓子判別部７
は、ドップラ信号から血液とともに移動する微小栓子（塞栓症を引き起こす血栓と組成が
同様の微小粒子）の存在を判別する。微小栓子は血管中を血液とともに移動するが、移動
速度は血液よりもやや遅い。ただし、微小栓子による超音波の反射強度は血液による反射
強度より強い。また、そのような微小栓子による反射波の持続時間は３０～３００ミリ秒
程度である。すなわち、微小栓子によるドップラ信号は、周波数偏移（ドップラシフト）
が血液による周波数偏移よりやや小さく、強度は血液による信号より強く、持続時間は３
０～３００ミリ秒程度である。
【００３８】
　栓子判別部７は、このような条件に適合するドップラ信号を検出すると、それを微小栓
子として判別する。そして、微小栓子を判別する度に微小栓子として計数加算し、その計
数値を保持する。栓子判別部７は、所定時間（例えば、３０分間）における微小栓子の計
数値を出力制御部８に送出する。出力制御部８は、この微小栓子の計数値を表示部１０に
表示する。
【００３９】
　栓子判別部７は、現在受信中のドップラ信号に対して微小栓子の判別と計数を行うこと
ができるが、記録部６に記録された過去のドップラ信号に対して微小栓子の判別と計数を
行うこともできる。どのドップラ信号を微小栓子の判別対象および計数対象とするかは超
音波診断装置１の操作者が適宜選択することができる。
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【００４０】
　超音波プローブ２は、全体が柔軟な薄い平板状であり、図２に示すように検査対象１２
の表面に貼り付けられて使用される。また、超音波プローブ２は、超音波放射面が１５ｍ
ｍ×２５ｍｍ以上の広範囲に配置され、超音波を拡散して放射するものである。図２の例
では、超音波プローブ２は縦：約２０ｍｍ、横：約８０ｍｍ、厚さ：約２ｍｍの大きさで
ある。図２の超音波プローブ２の超音波放射面はほぼ２０ｍｍ×８０ｍｍの広さである。
【００４１】
　超音波プローブ２は超音波を拡散して放射するものであり、超音波照射範囲内の全ての
血管について微小栓子の検出が可能である。本発明は、従来のように特定の血管に焦点を
合わせて微小栓子の検出を行うものではない。図２の例では、一つの超音波プローブ２に
より、頸部内の主要な血管（左右の総頸動脈、椎骨動脈、頸静脈）の６本全てについて同
時に微小栓子の検出を行うことができる。
【００４２】
　したがって、頸部内の主要な血管の６本全てについての検査を３０分程度で完了するこ
とができる。従来の検査方法では６本の血管で合計３時間以上の検査時間となってしまっ
ていたので、本発明によって患者に対する負担が大幅に軽減される。また、超音波プロー
ブの固定方法も検査位置に超音波プローブを貼り付けるだけであり、プローブ固定のため
の特殊な固定具などは不要であり、検査のためのプローブ固定作業も簡素化される。
【００４３】
　図３は、超音波プローブ２を検査対象１２に貼り付けた状態を示す断面図である。この
図３では、検査対象１２として患者の頸部の内部組織の断面構造を模式的に示している。
総頸動脈１３、椎骨動脈１４、頸静脈１５は、頸部の左右にそれぞれ存在している。また
、椎骨動脈１４は椎骨１９の近傍に位置している。椎骨１９によっても超音波は反射され
るが、椎骨１９は静止しているため、血管中を移動する血液や微小栓子とは容易に区別で
きる。
【００４４】
　超音波プローブ２は深さ方向に対しても特定の深さ位置に焦点を合わせることなく、深
さ５～３００ｍｍの広範囲の領域の検査を行うものである。超音波は、図３に示す点線で
挟まれた領域に照射される。一つの超音波プローブ２により、左右両側の総頸動脈１３、
椎骨動脈１４、頸静脈１５の主要血管６本全てについて同時に微小栓子の検出を行うこと
ができる。
【００４５】
　図３には超音波プローブ２の断面構造も示されている。超音波プローブ２は、全体形状
が薄い平板状であり、全体が湾曲可能なように柔軟性を持たせてある。この超音波プロー
ブ２は生体等の不規則な曲面に対しても密着して貼り付け可能となっている。超音波プロ
ーブ２は、使用時には粘着性を有する粘着材料２４によって検査対象１２の表面に貼り付
けられる。
【００４６】
　超音波プローブ２の柔軟性素材からなるケース２１の内部には薄い平板状の超音波振動
子２２が支持されている。超音波振動子２２としては、ポリフッ化ビニリデン（ＰＶＤＦ
）やチタン酸ジルコン酸鉛（ＰＺＴ）などを用いた圧電素子が使用できる。なお、ポリフ
ッ化ビニリデンはそれ自身が柔軟性を有する軟質合成樹脂である。チタン酸ジルコン酸鉛
は硬質の圧電性セラミックスであるから、超音波振動子２２としてチタン酸ジルコン酸鉛
を利用する場合は、軟質合成樹脂中に棒状のチタン酸ジルコン酸鉛を等間隔で配置した複
合圧電材料として使用することが好ましい。
【００４７】
　このように、超音波振動子２２が柔軟性を有するものであることが好ましい。また、超
音波振動子２２が薄い平板状に形成されているため、弾性変形により湾曲させることがで
き、限度内で湾曲させても超音波振動子２２が損傷することはない。
【００４８】
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　また、ケース２１の内部には、超音波振動子２２に接触するように冷却媒体２３が封入
されており、超音波振動子２２において発生した熱を効率よくケース外に排出し、超音波
振動子２２を冷却するようになっている。ここでは、冷却媒体を強制的に循環させるよう
な機構は備えていないが、冷却媒体を強制循環させる機構を設けてさらに効率的に超音波
振動子２２を冷却するようにしてもよい。また、プローブ表面をさらに低温に保ちたい場
合には、ペルチェ素子などによって超音波振動子２２を冷却するようにしてもよい。
【００４９】
　このように、検査時における超音波プローブ２からの発熱は、冷却手段としての冷却媒
体２３により効率的にケース２１外に排出される。このため、超音波プローブ２からの発
熱による生体への影響は大幅に軽減される。
【００５０】
　図４および図５は、チタン酸ジルコン酸鉛の複合圧電材料を使用した超音波振動子２２
の構造を示す断面図である。図４は平板状の超音波振動子２２の板厚方向を含む断面を示
し、図５は超音波振動子２２の板厚方向に直交する断面を示している。すなわち、図５は
図４におけるＡ－Ａ矢視断面図である。なお、図４および図５は、平板状の超音波振動子
２２のごく一部のみを示しており、通常は図示の部分よりも大きな領域が超音波振動子と
して使用される。
【００５１】
　チタン酸ジルコン酸鉛からなる四角柱形状の多数の圧電部材２２１が同じ方向（板厚方
向）に向けられて等間隔に配列されており、それらの圧電部材２２１が柔軟性を有する軟
質合成樹脂２２２中に埋め込まれている。図５に示すように、板厚方向に直交する平面に
おいて、圧電部材２２１は平面内の直交２方向に対してそれぞれ等間隔に配列されている
。すなわち、板厚方向に直交する平面において、合成樹脂２２２は格子形状を呈している
。
【００５２】
　圧電部材２２１と軟質合成樹脂２２２とからなる複合圧電材料は薄い平板状に形成され
ており、その表裏両面には電極２２３，２２４が形成されている。超音波振動子２２の電
極２２３，２２４に超音波周波数に相当する交流電圧を印加することにより超音波振動を
発生する。また、逆に超音波振動子２２に超音波振動等を印加するとその振動に相当する
交流電圧を電極２２３，２２４に発生する。
【００５３】
　前述のように、チタン酸ジルコン酸鉛自体は硬質の圧電性セラミックスであり、損失も
少ないため超音波振動の共振点におけるＱ値は大きい。したがって、チタン酸ジルコン酸
鉛のみを超音波振動子として使用する際の帯域幅は狭い。そのようなチタン酸ジルコン酸
鉛を図４および図５に示すような複合圧電材料として平板状の超音波振動子２２とするこ
とにより、複合圧電材料の全体としてのＱ値を低下させ、超音波振動子として使用する際
の帯域幅を大幅に広くすることができる。また、超音波振動子の帯域幅をより広くするた
めには、軟質合成樹脂２２２として、微小な気泡を含む多孔性樹脂を使用することも有効
である。
【００５４】
　以上のような超音波診断装置１により、図２に示すように、超音波プローブ２を検査対
象１２の表面に貼り付けて、微小栓子の検査、監視等を行うことができる。超音波プロー
ブ２は、柔軟性を有する薄い平板状であり、その柔軟性により生体等の不規則な曲面に対
しても密着して貼り付けることができる。超音波プローブ２は軽量でもあり、超音波プロ
ーブ２を検査対象１２に固定することに対する患者の負担が大幅に軽減される。
【００５５】
　柔軟な平板状の超音波プローブを検査対象に貼り付けるだけであるため、超音波プロー
ブを容易に所定位置に固定することができる。このため、超音波プローブによる検査や監
視のためのコストを大幅に低減することができ、超音波照射による微小栓子の有無などの
検査を広く普及させることが可能となる。
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【００５６】
　次に、本発明の超音波診断治療装置１００について説明する。図６は、本発明の超音波
診断治療装置１００の全体構成を示すブロック図である。また、図７は、超音波診断治療
装置１００の使用状態を示す図である。ここでは検査対象１６は患者の頭部であるとする
。超音波プローブ２は、検査対象１６の内部に向けて診断用の超音波を照射し、そして、
検査対象１６の内部構造や血流によって反射された超音波を検出する。これにより、検査
対象１６の検査や監視を行うものである。
【００５７】
　さらに、超音波診断治療装置１００は、超音波プローブ２から治療用の超音波を照射す
る。治療用の超音波の目的は、例えば血栓や血腫の溶解促進である。この治療用の超音波
の周波数領域は診断用の超音波の周波数領域とは異なるものである。治療用超音波は１０
０ｋＨｚ～９００ｋＨｚの周波数領域であり、診断用超音波は１ＭＨｚ～２０ＭＨｚの周
波数領域である。
【００５８】
　ここでは、超音波診断治療装置１００の例として、血流中の微小栓子（塞栓症を引き起
こす血栓と組成が同様の微小粒子）の存在を検出する診断機能と、血栓や血腫の溶解促進
を行う治療機能を有する装置を説明する。超音波プローブ２は、全体が柔軟な薄い平板状
であり、図７に示すように、検査対象１６の表面に貼り付けられて使用される。超音波プ
ローブ２は、その柔軟性により生体等の不規則な曲面に対しても密着して貼り付けること
ができる。超音波プローブ２は超音波診断装置１の超音波プローブと同じものであり、図
３から図５で示し説明したものである。
【００５９】
　超音波プローブ２は、超音波診断治療装置１００の本体にケーブルを介して接続される
。そして、超音波プローブ２は、検査対象１６の表面に接着剤や粘着剤により貼り付けら
れて使用される。診断用送信信号作成部９１は、超音波プローブ２から照射する診断用超
音波に相当する電気的な送信信号を作成して送受信回路３に出力する。また、治療用送信
信号作成部９２は、超音波プローブ２から照射する治療用超音波に相当する電気的な送信
信号を作成して送受信回路３に出力する。
【００６０】
　診断用送信信号の周波数は１ＭＨｚ～２０ＭＨｚの領域内であることが好ましく、例え
ば、２ＭＨｚ程度とすることができる。治療用送信信号の周波数は１００ｋＨｚ～９００
ｋＨｚの領域内であることが好ましく、例えば、５００ｋＨｚ程度とすることができる。
これらの送信信号は連続波でもよいし、不連続波（バースト波）としてもよい。
【００６１】
　送受信回路３は、診断用送信信号作成部９１および治療用送信信号作成部９２からの送
信信号により超音波プローブ２内の超音波振動子２２を駆動して、超音波を検査対象１６
に照射する。したがって、超音波プローブ２から照射される超音波も、送信信号の形態に
応じて連続波または不連続波となる。
【００６２】
　また、超音波振動子２２は、検査対象１６の内部構造や血流によって反射された超音波
を電気信号として検出することができる。超音波振動子２２は超音波と電圧の変換効率の
高い周波数領域（高感度領域）を使用することが好ましい。すなわち、照射する超音波の
周波数がこの高感度領域に含まれていることが望ましい。
【００６３】
　送受信回路３は、超音波振動子２２によって検出した超音波の反射波信号を増幅してド
ップラ信号処理部４に出力する。すなわち、送受信回路３は超音波駆動部としても、また
、反射超音波の信号を受信して増幅する受信部としても動作する。
【００６４】
　なお、送受信回路３による超音波振動子２２の駆動は、前述のように、連続的な超音波
としてもよいし、不連続な超音波（バースト波）としてもよい。照射する超音波がバース
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ト波の場合は、送信信号の休止時間中に反射波を受信することができ、送信信号と受信信
号の分離を効率的に行うことができる。この場合、送受信回路３の送信動作と受信動作の
切り換え等は装置制御部５からの制御信号によって行われる。
【００６５】
　ドップラ信号処理部４は、送受信回路３からの反射波信号から反射波の周波数偏移と強
度を求め、これらの情報をドップラ信号として装置制御部５に出力する。装置制御部５は
超音波診断治療装置１００の全体の制御を行っている。まず、装置制御部５は、診断用送
信信号作成部９１、治療用送信信号作成部９２および送受信回路３に制御信号を送り、超
音波の送信周波数、送信出力、送信波形、送信タイミング、受信タイミング等を制御して
いる。
【００６６】
　超音波振動子２２からは、診断用超音波と治療用超音波の両方が照射される。診断用超
音波を放射する期間と治療用超音波を放射する期間は、装置制御部５によって制御される
。装置制御部５は、診断用超音波を放射する期間と治療用超音波を放射する期間が時間的
に互いに分離されるように制御することができる。この場合、診断用超音波と治療用超音
波とを互いに干渉させることなく独立して照射することができる。そのため診断用超音波
の反射波の検出には治療用超音波が影響することはなく検出精度が向上する。
【００６７】
　また、装置制御部５は、診断用超音波を放射する期間と治療用超音波を放射する期間が
時間的な共通部分を持つように制御することができる。送受信回路３は診断用送信信号と
治療用送信信号とを加算した信号により超音波振動子２２を駆動する。この場合、診断用
超音波を照射する期間と治療用超音波を照射する期間を共用することができ、効率よく診
断用および治療用の超音波を照射することができる。すなわち、診断用超音波の照射期間
中にも治療用超音波を照射することにより治療効果を向上させることができる。
【００６８】
　このような、診断用超音波を照射する期間と治療用超音波を照射する期間の制御は、そ
れらの期間の必要量に応じて行うようにする。それらの期間が時間的に互いに分離できる
長さであれば分離するようにした方が好ましい。治療用超音波の照射期間を増加させて治
療効果を向上させる必要がある場合などには、診断用と治療用の期間を共用させるように
する。
【００６９】
　また、装置制御部５は、ドップラ信号処理部４からのドップラ信号を記録部６に送出す
る。さらに、装置制御部５はドップラ信号を栓子判別部７と出力制御部８に送出する。超
音波診断治療装置１００の記録部６、栓子判別部７、出力制御部８、表示部１０および音
声出力部１１の機能は、超音波診断装置１における各部と同様である。そのため、これら
の各部の機能の説明は省略する。
【００７０】
　図７に示すように、超音波プローブ２を検査対象１６の表面に貼り付けて、検査、監視
等の診断機能と治療機能の両機能を超音波診断治療装置１００によって実行することがで
きる。超音波プローブ２は、柔軟性を有する薄い平板状であり、その柔軟性により生体等
の不規則な曲面に対しても密着して貼り付けることができる。超音波プローブ２は軽量で
もあり、超音波プローブ２を検査対象１６に固定することに対する患者の負担が大幅に軽
減される。
【００７１】
　柔軟な平板状の超音波プローブを検査対象に貼り付けるだけであるため、超音波プロー
ブを容易に所定位置に固定することができる。このため、超音波プローブによる検査や監
視のためのコストを大幅に低減することができ、超音波照射による微小栓子の有無などの
検査を広く普及させることが可能となる。
【００７２】
　また、超音波プローブ２内の超音波振動子２２も柔軟性を有する薄い平板状である。こ
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療用の超音波の両方を単独の超音波振動子２２によって照射することができる。これによ
っても超音波プローブ２の小型化および軽量化がなされ、患者の負担も軽減される。
【００７３】
　以上に説明したような、本発明の超音波診断装置および超音波診断治療装置によって、
超音波プローブの固定作業が大幅に簡素化される。また、検査や監視のためのコストを大
幅に低減させることができ、超音波照射による微小栓子の有無などの検査を広く普及させ
ることが可能となる。
【００７４】
　超音波診断治療装置では、診断用の超音波と治療用の超音波の両方を単独の超音波振動
子によって照射することができ、超音波診断治療装置のコストを低減できる。さらに、超
音波プローブの小型化および軽量化により患者の負担も軽減される。
【産業上の利用可能性】
【００７５】
　本発明により、柔軟性を備えた薄板状の超音波プローブを使用して検査や監視のための
コストを低減することができ、患者に対する負担も低減することができる超音波診断装置
を提供できる。さらに、超音波プローブ内の単独の超音波振動子から周波数帯の異なる診
断用超音波と治療用超音波を照射するようにして、超音波照射による診断と治療の両方が
可能な超音波診断治療装置を提供できる。
【符号の説明】
【００７６】
　１　超音波診断装置
　２　超音波プローブ
　３　送受信回路
　４　ドップラ信号処理部
　５　装置制御部
　６　記録部
　７　栓子判別部
　８　出力制御部
　９　送信信号作成部
　１０　表示部
　１１　音声出力部
　１２，１６　検査対象
　１３　総頸動脈
　１４　椎骨動脈
　１５　頸静脈
　１９　椎骨
　２１　ケース
　２２　超音波振動子
　２３　冷却媒体
　２４　粘着材料
　９１　診断用送信信号作成部
　９２　治療用送信信号作成部
　１００　超音波診断治療装置
　２２１　棒状体
　２２２　軟質合成樹脂
　２２３，２２４　電極
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